
巡回方式によるインフルエンザワクチン接種業務委託契約書(単価契約)

警察共済組合茨城県支部長（以下「甲」という。）と受 託 者（以下「乙」という。）

とは、巡回方式によるインフルエンザワクチン接種業務について、次の条項により委託契約を締

結する。

（総則）

第１条 甲は、巡回方式によるインフルエンザワクチン接種業務を乙に委託し、乙はこれを受託

する。

（委託業務）

第２条 甲が乙に委託する業務の内容は、仕様書のとおりとする。

（契約期間）

第３条 契約期間は、契約締結の日から令和９年１月29日までとする。

（契約保証金）

第４条 契約保証金は、契約金額の100分の10以上の額とする。ただし、地方公務員等共済組合

法施行規程第32条及び地方公務員等共済組合法施行規程運用方針第32条第２項各号のいずれか

に該当する場合は、契約保証金の一部又は全部を免除する。

（委託料）

第５条 接種者１人当たりのインフルエンザワクチン接種委託料（以下「委託料」という。）は、

●●●●円（うち消費税及び地方消費税の額●●●円・消費税率10％）とする。

（委託料の請求）

第６条 乙は巡回方式によるインフルエンザワクチン接種全日程終了後速やかに、書面にて甲に

対し業務を完了したことを報告し、前条に規定する委託料にインフルエンザワクチン接種人数

を乗じて算出した金額を甲に請求するものとする。

（委託料の支払）

第７条 甲は、乙から前条の請求があった場合は、その内容を点検し、適当と認めたときは、受

理した日から30日以内に乙に請求額を支払うものとする。

２ 乙は、甲の責めに帰する事由により前項の支払が遅れた場合においては、甲に対して、遅延

日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項

に定める率で計算した額（その額に100円未満の端数があるとき又はその金額が100円未満であ

るときは、その端数額又は全額を切り捨てた額）の遅延利息の支払いを請求することができる。



（契約履行期限の延期）

第８条 乙は、天災地変その他やむを得ない理由により契約の履行期限内に業務を完了すること

が困難になったときは、遅滞なく、その事由及び延期日数等を記載した履行期限延長願いを書

面にて甲に提出しなければならない。

（履行遅延の場合の違約金）

第９条 乙は、履行期限内に業務を完了しないときは、契約金額又は未履行部分に相当する金額

に、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）第８条第１項の規程に

基づき財務大臣が銀行の一般貸付利率を勘案して決定する利率を乗じて計算した額を遅延賠償

として甲に納めなければならない。この場合において、遅延賠償額が100円未満であるときは

その全額を切り捨てるものとし、その額に100円未満の端数があるときはその端数を切り捨て

るものとする。

（談合その他不正行為による解除）

第10条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。

(1) 本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第

54号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規程に違反し、又は乙が構成事業者である

事業者団体が独占禁止法第８条第１項第１号の規程に違反したことにより、公正取引委員

会が乙に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場

合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該

納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第63条第２項の規定により

取り消された場合を含む。）。

(2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これ

らの命令が乙又は乙が構成事業者である事業者団体（以下「乙等」という。）に対して行

われたときは、乙等に対する命令で確定したものをいい、乙等に大して行われていないと

きは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号におい

て「納付命令又は排除措置命令」という。）において、本契約に関し、独占禁止法第３条

又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされた

とき。

(3) 納付命令又は排除措置命令により、乙等に独占禁止法第３条又第８条第１項第１号の規

定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が

示された場合において、本契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取

引委員会が乙に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴

金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含

む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。

(4) 本契約に関し、乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治40年

法律45号）第96条の３又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号に規定す

る刑が確定したとき。



（再委託の禁止）

第11条 乙は、甲が乙に委託する業務の全部又は一部を第三者に委託してはならない。ただし、

あらかじめ甲の承諾を得たときは、この限りでない。

（権利義務譲渡の禁止）

第12条 乙は、甲の承諾を得ないで、この契約に基づいて生じる権利及び義務を第三者に譲渡し、

継承させてはならない。

（損害賠償責任）

第13条 乙は、本委託業務実施中に乙の責めに帰すべき事由により、甲又は第三者に対して損害

を与えた場合は、乙がその損害を賠償するものとする。

（個人情報の保護）

第14条 乙は、業務の実施に当たり知り得た個人情報について、関係法令を遵守することに加え、

別紙「個人情報取扱注意事項」、茨城県が定める個人情報の取扱いに係る条例等に基づき適

正に取り扱うものとする。

（契約の解除）

第15条 甲は、乙が次の各号に該当するときは、この契約の全部又は一部を解除することができ

る。甲は、この場合において、生じた損害を乙に請求することができる。

(1) 乙がこの契約に違反したとき。

(2) 乙がこの契約を履行しないとき、又は履行することが困難であると甲が認めたとき。

(3) 乙の行為に詐欺その他不正の行為があると認めたとき。

(4) 乙が故意又は過失により甲に重大な損害を与えたとき。

(5) 乙がこの契約に定める事項に違反し、又は違反するおそれがあると甲が認めたとき。

２ 甲は、第１項の規定により契約を解除しようとするときは、その理由を記載した書面により、

乙に通知する。この契約を解除した場合、契約解除までの業務実績に応じて、乙に委託料を支

払うものとする。

（秘密の保持）

第16条 乙は、この契約による業務の遂行に際し、知り得た事項を他人に漏らしてはならない。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（反社会勢力の排除）

第17条 甲及び乙は、それぞれ相手方に対し次の各号の事項を確約する。

(1) 自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以

下、総称して「反社会勢力」という。）ではないこと。

(2) 自らの役員（業務を遂行する役員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）が反

社会勢力でないこと。



(3) 反社会勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものではないこと。

(4) 本契約の有効期間内に、自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと。

ア 相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為。

イ 偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為。

（反社会勢力による不当介入があった場合の報告義務）

第18条 乙は、反社会勢力から不当介入（不当要求又は納品等への妨害）を受けた場合は、そ

の旨について、甲に報告を行わなければならない。

（疑義の決定）

第19条 この契約に定めのない事項が生じたときは、必要に応じて、甲乙誠意を持って協議の上

決定するものとする。

甲及び乙は、この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有す

るものとする。

令和８年 月 日

甲 茨城県水戸市笠原町978番６

警察共済組合茨城県支部

支部長 滝 澤 幹 滋

乙 受 託 者



別紙

個人情報取扱注意事項

（基本事項）

第１条 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約に関わる業務（以下「業務」という。）

の実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に

行わなければならない。

（秘密の保持）

第２条 乙は、業務に関して知り得た個人情報を他人に漏らし、又は他の目的に使用してはなら

ない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

２ 乙は、その使用する職員に対し、個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければなら

ない。

（収集の制限）

第３条 乙は、業務処理に関し、個人情報を収集する場合は、業務目的を達成するために必要最

小の範囲で、適法かつ公正な方法により行わなければならない。

（目的外利用及び提供の禁止）

第４条 乙は、甲の承諾を受けた場合を除き、業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外

のために利用し、又は第三者に提供してはならない。

（漏えい、滅失及び毀損の防止等）

第５条 乙は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防止その他個人情報の

適切な管理のために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（資料等の返還等）

第６条 乙は、業務を処理するため、甲から提供を受け、又は自ら収集し、若しくは作成した個

人情報が記録された資料等を、業務完了後直ちに甲に返還し、又は提供しなければならない。

ただし、他の法令等による規定がある場合又は甲が別に指示した場合は、この限りでない。

（複写又は複製の禁止）

第７条 乙は、業務の実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合を除き、甲から提供された個

人情報が記録された資料等を甲の承諾を得ないで複写し、又は複製してはならない。

（再委託の制限）

第８条 乙は、業務を処理するに当たりその個人情報の取扱いは自ら行うものとし、甲が承諾し

た場合を除き、第三者にその取扱いを委託してはならない。

（事故発生時における報告）

第９条 乙は、この個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあること

を知ったときは、速やかに甲に報告し、その指示に従うものとする。



仕 様 書

本仕様書は、警察共済組合茨城県支部（以下「甲」という。）が受 託 者（以下「乙」

という。）に委託する巡回方式によるインフルエンザ予防接種業務委託の内容について定める。

１ 委託業務名

巡回方式によるインフルエンザワクチン接種業務委託（単価契約）

２ 接種ワクチン

インフルエンザワクチン

３ 委託期間

契約締結の日から令和９年１月29日まで

４ 実施予定人数

3,660人

５ 実施場所

別表「実施所属所一覧表」のとおり

６ 実施日時

10月１日から11月20日の月曜日から金曜日（祝日を除く。）の午前９時から午後４時30分の

間（午後０時から午後１時を除く）

７ 委託内容及び実施方法

(1) １所属所当たりの実施予定回数は、実施予定人数に基づき１回から４回とする。

(2) 乙は、各所属所の実施日程（案）をあらかじめ警察本部厚生課健康管理室（以下「丙」と

いう。）に提示し、丙は各所属所担当者の意向を確認後、乙と日程調整を行う。

(3) 丙は、乙の求めにより各実施場所の配置図を送付する。

(4) 乙は、予診票の様式について、あらかじめ丙に対しデータ提供を行うこと。丙は、提供が

あった予診票に必要事項を記入したものを実施時に受付で提出するよう、接種者に事前説明

を行う。また、乙は、予診票を事前に準備しなかった接種者に対応するため、予備の予診票

及び筆記具を実施場所に設置すること。

(5) 乙は、円滑に接種業務（会場設営、受付及び案内等を含む。）を進めるために必要な医師、

看護師、職員等の配置予定人数を実施日の１週間前までに丙に連絡し、過不足が生じると丙

が判断した場合は、丙の求めに応じて、当日必要な職員等を配置すること。

(6) 会場設営に必要な机及び椅子は、各実施場所の備品を使用できるものとするが、その他の

必要な物は乙が準備すること。



(7) 乙は、接種者が甲の組合員であることを受付時に確認すること。

なお、組合員であることの確認方法については、乙に対し事前に別途指示する。

(8) 乙は、受付時に接種を希望する組合員に、別紙１－１「インフルエンザワクチン接種内訳」

の接種日、所属所、組合員番号及び組合員氏名を自筆で記入させること。ただし、警察本部

庁舎での実施については、甲が上記別紙１－１を電子データで作成する。

乙は、実施終了後、各所属所担当者と共に各接種人数に誤りがないことを確認すること。

また、上記別紙１－１については、各所属所担当者が別紙１－２と共に丙に送付する。

(9) 乙は、派遣した医師による問診等を行った後、ワクチンの接種を実施するが、接種後に体

調不良者が発生した場合は、速やかに適切な対応を行うこと。

(10) 乙は、接種全日程終了後、別紙２「業務完了報告書」を甲に送付し、検査を受けること。

検査合格後速やかに接種費用を甲に請求すること。

なお、上記別紙２の最終提出期限は令和９年１月29日とする。

(11) 非組合員は契約外となるが、ワクチンの接種は非組合員と乙との合意に基づくものとし、

本契約と併せて接種可能とする。よって、非組合員の接種費用については、受付時にその全

額を乙が非組合員から徴収することとし、乙は現金徴収に備えて事前につり銭を準備するこ

と。

８ その他実施に関する詳細は、甲、乙及び丙で協議するものとする。

なお、この仕様書に記載の実施予定人数及び実施予定回数については、変動することがある。



別紙１－１

インフルエンザワクチン接種内訳
※ 必ず組合員本人が自筆で記入し、訂正は二重線を引き、正しいものを記入すること。

※ 接種終了後は、受託者及び所属担当者で人数に誤りがないか確認すること。

番号 接種日 所属所 組合員氏名
（ 職 員 番 号 ）

1 R . .

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

組 合 員 番 号



別紙１－２

インフルエンザワクチン接種内訳送付書

令 和 年 月 日

警察共済組合茨城県支部長 殿

（所属名）

下記の業務について、所属分の接種が完了しましたので報告します。

記

１ 委託業務名

巡回方式によるインフルエンザワクチン接種業務委託（単価契約）

２ 契約締結日

令和 年 月 日

３ 実施日

令和 年 月 日

４ 実施内容

(1) 実施場所

(2) 実施人数

人

別添インフルエンザワクチン接種内訳のとおり



別紙２

業 務 完 了 報 告 書

令 和 年 月 日

警察共済組合茨城県支部長 殿

下記の業務が完了しましたので報告します。

記

１ 委託業務名

巡回方式によるインフルエンザワクチン接種業務委託（単価契約）

２ 契約締結日

令和 年 月 日

３ 実施日

令和 年 月 日

４ 実施内容

(1) 実施場所

(2) 実施人数

人


